
平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

26
地域健康福祉連絡
会の設置・運営

保健福祉局
福祉総務課

市民の福祉ニーズに応じた適
切なサービスが提供できるよ
う、民生委員や食生活改善推
進員、社会福祉法人などによ
る地域健康福祉連絡会の設置
を促進し、地域における健康
福祉推進の環境を整備しま
す。

地域健康福祉連
絡会運営18地区
／38地区(地区
社会福祉協議
会)

21地区
／38地区(地区
社会福祉協議
会)

33地区
／38地区(地区
社会福祉協議
会)

地域福祉行動計画策定支援、
地域健康福祉推進員配置、地
域福祉活動助成、地域福祉活
動拠点整備などを行う市社会
福祉協議会を支援しました。

３ 市民活動の支援
地域健康福祉連絡会の活性化
のための電子会議室の実証実
験を実施しました。

27
第三者苦情処理機
関の設置促進

保健福祉局
福祉総務課

保健福祉サービス利用支援の
一環として、保健福祉サービ
スに関わる相談や苦情、要望
に対応するため、第三者によ
る苦情処理機関を市社会福祉
協議議会に設置することを促
進します。

構想・検討 検討
設置
 （17年度）

苦情処理機関の設置に向け
て、市社会福祉協議会と共に
協議、他市の状況･動向に係る
調査研究、要領案の策定など
を行いました。

－ －

28
福祉のまちづくり
の推進（再掲
p67）

保健福祉局
福祉総務課

「だれもが住みよい福祉のま
ちづくり条例」に基づき、公
共的建築物や道路・公園など
の公共施設、交通関連施設な
どのバリアフリー化を推進し
ます。

推進 推進 推進

「だれもが住みよい福祉のま
ちづくり条例施行規則」を制
定し、同規則により、福祉の
まちづくり推進協議会を設置
しました。また、同協議会で
は、福祉のまちづくり推進指
針策定のため、福祉のまちづ
くり推進指針検討部会の設置
を行い、併せて庁内関連課所
との検討も実施しました。

１ 協働の仕組みづ
くり・具体化
２ 市民との情報共
有

「福祉のまちづくり条例施行
規則」に定める整備基準など
の策定にあたり、パブリッ
ク・コメントを実施しまし
た。福祉のまちづくり推進協
議会の設置に伴い、市民代表
委員を公募しました。福祉の
まちづくりに関する周知を図
るため、市のホームページに
条例・規則、推進協議会など
について掲載しました。

29
交通バリアフリー
の推進（再掲
p68,79）

都市局
都市施設課

交通バリアフリー法に基づ
き、各駅の利用状況等から、
整備優先順位の高い駅の基本
構想を策定するとともに、駅
とその周辺におけるバリアフ
リー化を推進します。

推進 推進
推進
 （市内全駅）

大宮駅西口エレベーター詳細
設計、中浦和駅東口エレベー
ター概略設計（市内各駅改札
外エレベーター）を行いまし
た。大宮公園駅、中浦和駅、
北与野駅、与野駅、土呂駅の
バリアフリー化整備に対する
補助を行いました。また、交
通バリアフリー基本構想を策
定しました。

１ 協働の仕組みづ
くり・具体化

交通バリアフリー基本構想の
策定にあたり、学識経験者・
市民団体・事業者を含む検討
委員会を設置するとともに、
パブリック・コメントを実施
し、広く市民の意見を反映さ
せました。

第２章 健康・福祉の分野

第１節 保健福祉推進体制の充実
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

30
乳幼児健康診査の
充実

保健福祉局
保健所保健総
務課

乳幼児の健康の保持増進や育
児支援、虐待の早期発見のた
め、乳幼児健康診査の充実を
図るとともに、健康診査後の
保健指導や相談など、医療機
関と連携した支援体制を充実
します。

推進 推進 充実

乳幼児健康診査を実施し、4か
月9,641人（91％）、10か月
9,473人（90.2％）、1歳6か月
9,299人（89.9％）、3歳8,463
人（79.3％）が受診しまし
た。

－ －

31
子育て支援ネット
ワーク事業

保健福祉局
子育て支援課

子育てや子育ちにかかわる
様々な情報や支援策を市民が
効果的、効率的に活用できる
よう、児童福祉関係者や関係
機関、学識経験者、市民によ
るネットワークを構築しま
す。

構想・検討 推進 充実
子育て支援ネットワーク会議
を2回開催しました。

１ 協働の仕組みづ
くり・具体化
３ 市民活動の支援

保健･福祉・教育分野の行政関
係者と市民活動グループで、
協働・連携し、情報交換や子
育て支援のあり方などの協議
を行いました。

32
地域子育て支援セ
ンター整備事業

保健福祉局
子育て支援課
保育課

育児不安などの相談指導や子
育てサークルの育成支援な
ど、地域の子育て家庭に対す
る支援を進めるため、地域子
育て支援センターを拡充しま
す。

単独施設
1か所
保育所併設施設
15か所

2か所

18か所

4か所

25か所

子育て支援センターおおみや
を大宮駅前に整備するととも
に、保育所に併設したセン
ターを3か所開設しました。

－ －

33

ファミリー・サ
ポート・センター
の充実（再掲
p93、111）

保健福祉局
保育課

仕事と育児の両立を支援する
ため、援助を受けたい会員、
援助をする会員からなる互助
制度であるファミリー・サ
ポート・センターの運営を充
実します。

会員数1,629人

活動件数8,232
件

1,898人

8,838件

2,000人

12,000件

会員数は、1,898人、活動件数
は、8,838件でした。

－ －

34
児童センター整備
事業

保健福祉局
子育て支援課

児童の健全な育成を図り、子
育てサークルや子ども会など
地域組織活動の支援を行うた
め、児童センターを整備しま
す。

児童センター
14か所

15か所 18か所

桜区に大久保東児童センター
を開設し、浦和区、緑区にお
ける整備候補地の調査を行い
ました。

８ 公共施設の適正
配置

公共施設の新規整備の重点化
を図り、児童センター未整備
区であった桜区に開設しまし
た。

35
子育て支援総合事
業

保健福祉局
子育て支援課

子育ての負担感や不安感を解
消するため、相談などに対応
する子育て支援総合コーディ
ネーターを配置するととも
に、子育てに関する制度や地
域活動情報、育児サークル、
イベント情報などのメニュー
を組み込んだ(仮)さいたま子
育てWebを創設します。

構想･検討 推進

(仮)さいたま子
育てWeb創設
(17年度)

推進

保健・福祉・教育など様々な
制度や区ごとにまとめた施設
マップなどを盛りこんだ子育
て応援ブックを作成しまし
た。また、子育て支援総合
コーディネーター構想や子育
て専用のホームページについ
ての検討を行いました。

２ 市民との情報共
有

子育てに関する各種制度・施
設情報を総合的に集約した子
育て専用のガイドブックを作
成しました。

第２節 子育て支援の充実
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

36
特定優良賃貸住宅
供給促進事業（再
掲p104）

建設局
住宅課

子育て家庭を支援するため、
優良な民間賃貸住宅を認定
し、供給促進のための建設費
補助（中心市街地が対象）や
入居者支援を行います。

推進 推進 推進
平成17年1月から特定優良賃貸
住宅が、緑区の1箇所で、入居
できる状態となりました。

－ －

37
保育所の新設整備
事業

保健福祉局
子育て支援課

待機児童の解消のため、社会
福祉法人などの保育所の新設
や無認可保育施設の認可化を
促進するとともに、送迎保育
ステーションの設置を行いま
す。また、幼稚園の余裕教室
を転用した認可保育施設の開
設を支援します。

認可保育所定員
7,843人

8,068人 9,200人

平成16年4月に新規開設3か
所・180人（大宮区1か所・60
人、見沼区1か所・60人、南区
1・60人）と既存施設の定員
増・45人（見沼区1か所・15
人、桜区1か所・30人）、併せ
て225人の定員の拡大を行いま
した。また、平成17年度開設
分として、8か所（西区1か
所、北区2か所、見沼区1か
所、中央区1か所、桜区1か
所、南区1か所、緑区1か所）
の整備を図るための準備を行
いました。

－ －

38
放課後児童健全育
成事業

保健福祉局
子育て支援課

保護者が就労などにより昼間
家庭にいない小学生の放課後
の健全育成を図るため、待機
児童解消や保育環境の向上な
どの取り組みを充実します。

小学1～3年生の
利用児童数
3,914人

4,163人 4,800人

平成16年度4月に公設の放課後
児童クラブ3施設（栄、中島、
大久保）を新規開設しまし
た。平成17年度新規開設施設
として、公設の放課後児童ク
ラブ新規3施設（指扇、植水第
二、片柳）と既存施設移転の
ための2施設（大久保東、栄
和）の準備を進めました。ま
た、民間学童保育所１施設
（日進第二）の開設のための
調整を行いました。

－ －

39
ナーサリールーム
（認定保育室）事
業

保健福祉局
保育課

待機児童の解消のため、一定
の基準を満たした認可外保育
施設をナーサリールームとし
て認定し、その運営を支援し
ます。

ナーサリールー
ム定員
３０３人

579人 ６００人 定員が579人となりました。 － －

40
児童虐待防止対策
事業

保健福祉局
保健所地域保
健課
児童相談所

児童虐待の発生予防・早期発
見・早期対応のため、ハイリ
スク家庭への訪問指導や各種
相談事業などを行うととも
に、関係機関などとの連携強
化を進めます。

推進 推進 充実

こども虐待発生予防研修会や
虐待ハイリスク妊産婦地域支
援事業講演会を開催し、子育
て不安電話相談を実施しまし
た。また、虐待者などへのグ
ループ指導（ペアレントト
レーニング）を10回、子ども
のグループ指導（ソーシャル
スキルトレーニング）を8回実
施しました。

－ －

8



平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

41
シルバー人材セン
ターの充実（再掲
p93）

保健福祉局
高齢福祉課

高齢者の就業機会を確保し、
高齢者の活力ある新しい地域
社会づくりを目指すシルバー
人材センターの充実を図りま
す。

会員数
3,038人

3,395名 3,400人
会員数が3,395名となりまし
た。

－ －

42
(仮)高齢者生きが
い活動センター整
備事業

保健福祉局
高齢福祉課

北区内にある大宮火葬場跡地
に、シルバー人材センターの
作業場であるシルバーワーク
プラザや植竹老人憩いの家な
どを移転拡充した(仮)高齢者
生きがい活動センターを整備
します。

構想･検討 事業化検討
完成
（19年度）

旧大宮火葬場の解体工事設計
やダイオキシン類等調査、地
元住民との調整を行いまし
た。

８ 公共施設の適正
配置

シルバーワークプラザや植竹
老人憩いの家などを移転拡充
した施設の複合化を検討しま
した。

43
居宅介護サービス
の充実

保健福祉局
介護保険課

居宅介護サービスの需要の増
加に対し、介護支援専門員協
会やサービス事業者連絡協議
会と連携を図りながら、在宅
サービスの質の向上と量の確
保を進めます。

推進 推進 充実
介護保険サービス事業者連絡
協議会に補助を行いました。

－ －

44
介護保険関連施設
等の整備促進

保健福祉局
介護保険課

在宅での介護が困難な高齢者
が、必要なサービスを受けら
れるよう、民間事業者による
介護老人福祉施設（特別養護
老人ホーム）や介護老人保健
施設、グループホームなどの
整備を促進します。

定員
特養1,137人
老健 996人
グループホーム
250人

1,478人

1,396人
 
597人

2,280人

2,046人

 610人

特別養護老人ホーム4施設に対
して助成を行い、整備を促進
しました。

－ －

45
（仮）西部地区高
齢者総合福祉施設
整備事業

保健福祉局
高齢福祉課

西部地区において、特別養護
老人ホームなどを持つ新たな
高齢者総合福祉施設の整備を
促進します。

促進 促進
開設
（20年度）

建て替えを実施する法人（指
定管理者）を公募・指定しま
した。

７ 健全な行財政運
営

建て替えを実施する法人(指定
管理者）を公募・指定しまし
た。

46
高齢者地域ケア・
ネットワークの構
築

保健福祉局
高齢福祉課

高齢者が地域で主体的に生活
できるよう、在宅介護支援セ
ンターを整備するとともに、
地域健康福祉連絡会と協力・
連携し、生活を支援するネッ
トワークを構築します。

在宅介護支援ｾﾝ
ﾀｰ
地域型
38か所
基幹型
3か所

地域型
42か所
基幹型
2か所

地域型
55か所
基幹型
9か所

地域型在宅介護支援センター
を4箇所整備しました。また、
基幹型在宅介護支援センター
を統廃合し、2ヵ所としまし
た。新規は、0件です。

－ －

47
２４時間相談窓口
と緊急通報システ
ムの連携

保健福祉局
高齢福祉課

一人暮らしの高齢者などのた
め、緊急時にボタン一つで通
報や相談に対応したり、希望
者への定期的な声かけなどを
行うコールセンター（24時間
相談窓口）を設置します。

構想・検討

設置

推進

設置
（16年度）

推進

従来の緊急通報先である消防
本部からコールセンターへ変
更するための通報先データ変
換工事を行い、市内全域24時
間相談業務の体制を確立しま
した。

－ －

第３節 豊かな高齢期の実現
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

48
高齢者向け優良賃
貸住宅供給促進事
業（再掲p104）

建設局
住宅課

高齢者世帯を支援するため、
優良な民間賃貸住宅を認定
し、供給促進のための建設費
補助や入居者支援を行いま
す。

推進 推進 推進
建設費補助を2件、家賃対策補
助を4戸に対して行いました。

－ －

49
障害児療育システ
ム構築事業

保健福祉局
障害福祉課

市の南西部に（仮）療育セン
ターを設置し、療育の待機児
の解消を図るとともに、障害
の早期発見・早期療育の体制
強化を進めます。

療育待機児童数
70人

70人 0人
（仮）療育センターの基本設
計や実施設計を行いました。

－ －

50
在宅福祉サービス
の充実

保健福祉局
障害福祉課

在宅障害者が地域の中で安心
して快適な生活を送るために
必要な、ホームヘルプサービ
スやデイサービス、短期入所
などのサービスを拡充しま
す。

ホームヘルパー
派遣時間
344,307時間

デイサービス
5か所

短期入所57か所

368,878時間

9か所

短期入所57か
所

479,500時間

6か所

短期入所70か所

居宅介護は延べ人数10,498
人、デイサービスは延べ人数
4,171人、短期入所は延べ人数
897人がサービスを利用しまし
た。

－ －

51
グループホーム・
生活ホームの設置
促進

保健福祉局
障害福祉課

自立生活を望む障害者のため
の生活支援体制を整えたグ
ループホーム・生活ホームの
設置を促進するとともに、関
係団体への支援を行います。

グループホーム
10か所(40人)

生活ホーム12施
設（81人）

11か所
(44人)

15施設
（101人）

16か所
(60人)

17施設
（109人）

精神障害者グループホーム運
営費補助を11か所に対して行
いました。また、生活ホーム
の運営費補助を15施設に対し
て行いました。

－ －

52
障害者生活支援セ
ンター設置事業

保健福祉局
障害福祉課

障害のある人からの相談に応
じるため、各区に障害者生活
支援センター・精神障害者地
域生活支援センターを設置し
ます。

障害者生活支援
ｾﾝﾀｰ
1か所
精神障害者地域
生活支援セン
ター
5か所

2か所

5か所

9か所

9か所

障害者生活支援センター2か所
に補助金を交付し、精神障害
者生活支援ｾﾝﾀｰ5か所を社会福
祉法人に委託しました。

－ －

53
特別支援教育事業
の推進（再掲
p52）

教育委員会
指導２課

障害のある児童生徒一人ひと
りに応じた適切な教育的支援
を受けられるよう、特別支援
教育体制構築に向けた取り組
みを進めます。

推進 推進

特別支援教室の
設置

市立養護学校の
特別支援学校へ
の転換

推進

特別支援教育コーディネー
ター養成研修会を開催しまし
た。また、巡回相談員を各学
校に派遣しました。

－ －

第４節 障害者の福祉向上
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

54
知的障害者援護施
設整備促進事業

保健福祉局
障害福祉課

知的障害者の社会的自立の支
援や職業訓練を行う、通所型
の更生施設・授産施設の整備
を促進し、養護学校卒業後の
通所受入れ先を確保します。

養護学校卒業生
の通所受入れ先
11か所

11か所 14か所

市障害者計画に沿って施設建
設を行なう社会福祉法人を選
定し、国庫補助協議を行いま
した。

－ －

55
障害者就労支援事
業（再掲p93）

保健福祉局
障害福祉課

就労機会の拡大や職場定着を
図るため、障害者就労支援セ
ンターを設置するとともに、
福祉的就労先である授産施設
や小規模作業所の運営を支援
します。

養護学校等卒業
生の就労率（福
祉的就労を含
む）
21％

25% 39%
障害者総合支援センター基本
構想の策定を行いました。

－ －

56
障害者のスポーツ
参加の推進（再掲
p58）

保健福祉局
障害福祉課

障害者のスポーツ活動の促進
のため、全国障害者スポーツ
大会に参加するとともに、障
害者スポーツ教室の開催、ま
た現在、市で実施している障
害者の交流の場であるふれあ
いスポーツ大会についても充
実を図ります。

推進 推進 推進

第4回全国障害者スポーツ大会
に選手を派遣（身体障害者選
手49人、知的障害者選手82
人、役員56人 計187人参加）
するための補助金を交付しま
した。ふれあいスポーツ大会
は、雨天のため中止となりま
した。

－ －

57
公立障害者施設整
備事業

保健福祉局
障害福祉課

障害者が地域で生活するた
め、就労支援や生活支援、授
産支援を行うとともに、障害
者の社会参加を推進する(仮)
障害者総合支援センターを設
置し、障害者の総合的支援を
行います。

構想･検討 事業化検討
(仮)障害者総合
支援センター開
設（19年度）

障害者総合支援センター基本
構想の策定を行いました。

－ －

58
健康づくり推進事
業

保健福祉局
健康増進課

健康づくりに関する情報提供
や健康づくりに取り組む団体
の活動の支援・ネットワーク
づくりなどの体制の整備を行
い、地域における市民の主体
的な健康づくりを推進しま
す。

健康であると意
識している市民
の割合
65.2％

（H17年度調査
中）

80%

健康づくり推進協議会を2回開
催しました。また、ヘルスプ
ラン21サポーター制度を創設
し、サポーター名簿登載件数
1,100件の実績がありました。

１ 協働の仕組みづ
くり・具体化

ヘルスプラン21サポーター制
度を創設し、各種団体、施
設、店舗などと共に、地域に
おける健康づくりを進めまし
た。

59
保健所等複合施設
整備事業

保健福祉局
保健施設準備
室

保健所と保健衛生・環境公害
などの検査研究機関をあわせ
持つ複合施設を整備します。

構想・検討 事業中
開設
（19年度）

実施設計を行い、建設工事に
着手しました。

８ 公共施設の適正
配置

保健所と環境部門を含めた衛
生研究所との施設の複合化を
図りました。

60
（仮）さいたま市
民医療センター整
備事業

保健福祉局
病院建設準備
室

大宮医師会市民病院の病床数
240床を基礎に、100床を増床
して公設民営形態による病院
を市の西部に整備します。

構想・検討 事業化検討
開設
（20年度）

建設予定地の測量や地質調
査、基本設計、造成設計を行
いました。また、病院運営に
かかる基本運営計画を策定し
ました。

－ －

第５節 健康づくりの推進と医療の充実
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

61
医療機関情報提供
システム構築

保健福祉局
健康増進課

市のホームページに診療科目
や診療時間などの医療機関情
報を掲載し、市民に必要な情
報をわかりやすく、迅速に提
供します。

構想・検討 事業化検討

システム構築
（17年度）

推進

データの構築や照合を行いま
した。

－ －

62
食の安全確保対策
事業

保健福祉局
生活衛生課

ＢＳＥ問題や食品の偽装表示
問題などにより、市民の食に
対する不安や不信が高まって
いることから、食の安全委員
会の開催や食品衛生監視指導
計画の策定など、総合的な食
の安全対策を進めます。

推進

食の安全基本
方針策定

推進

食の安全基本方
針策定（16年
度）

推進

総合的な食の安全の確保を図
る上での基本的な考え方を示
した「食の安全基本方針」を
策定しました。また、事業
者・生産者・消費者・学識経
験者で構成される「食の安全
委員会」を開催し、食の安全
に関する意見交換を行いまし
た。さらに、体験型の「食の
おもしろ発見・体験教室」
や、講演会・市の事業紹介を
行う「食の安全フォーラム」
を開催し、市民に対し食の安
全などの啓発を行いました。

１ 協働の仕組みづ
くり・具体化

「食の安全基本方針」の策定
にあたって、市民などで構成
される「食の安全委員会」で
検討を進めました。この委員
会で素案を作成した後、パブ
リック・コメントを実施し、
広く市民の意見を反映した方
針を策定いたしました。

63
市場流通食品ＨＡ
ＣＣＰ導入促進事
業

保健福祉局
保健所環境衛
生課

食品の衛生管理の強化のた
め、大宮・浦和市場へのＨＡ
ＣＣＰによる衛生管理方式の
導入を促進します。

促進 促進

一部導入（17年
度）

促進

大宮市場の卸売業者や中卸業
者に対して、ＨＡＣＣＰ方式
導入の前提である一般的衛生
管理の導入を促進しました。
その結果、水産市場開設者
は、マグロの低温せり場を設
置し衛生管理の向上を図り、
水産及び青果の卸売業者は、
生鮮食品などの品温管理を徹
底するための照射温度計を導
入しました。

－ －

64
動物愛護思想の普
及啓発事業

保健福祉局
生活衛生課

動物の適正な飼い方について
の意識を啓発するリーフレッ
トの配布や健康フェアでの動
物愛護普及啓発を行うととも
に、動物の飼養に関する基本
事項や危険な動物の飼養許可
などを内容とする（仮）動物
の愛護及び管理に関する条例
を（仮）動物愛護ふれあいセ
ンターの開設にあわせ制定し
ます。

構想・検討 推進

（仮）動物の愛
護及び管理に関
する条例制定
（17年度）

推進

飼い主のいない猫の去勢・不
妊手術費助成や飼い主のいる
犬・猫の去勢・不妊手術費助
成を行いました。

－ －

第６節 食品の安全性と生活環境の向上
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平成１６年度実施状況について

番号 事業の名称 担当課 事業の概要
現況（Ｈ１５年

度末）
Ｈ１６年度実

績
Ｈ２０年度末の

目標
Ｈ１６年度実施内容

都市経営の基本戦略
のアプローチ

アプローチに関連する取組内
容

65

動物愛護施設
（(仮)動物愛護ふ
れあいセンター）
整備事業

保健福祉局
保健施設準備
室

犬やねことのふれあいを深め
る動物愛護業務や動物の抑留
などの狂犬病予防業務などを
行う施設を整備します。

構想・検討 事業化検討
開設
（18年度）

基本・実施設計を行いまし
た。

７ 健全な行財政運
営

施設の敷地を未利用市有地か
ら選定したことにより、歳出
を抑制しました。
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